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ソフトウェア再利用に向けた共通ゴール判別手法の提案

中村 祐貴　本田 耕三　中川 博之　田原 康之　大須賀 昭彦

既存システムの再利用開発手法を用いたシステム開発プロセスの効率化に対する期待が高まっている．顧客の要求を
正しく反映し再利用すべき機能を容易に選択できるよう，過去に複数の既存システムに共通して存在するゴールを集
約して作成された結合ゴールモデルを用いる手法が提案されている．しかし大規模システムのゴールモデル中から結
合ゴールモデルの核となる共通ゴールを正しく判別することは困難である．そこで本研究では，効率よく共通ゴール
を判別するための手法を提案し，それをツールに実装した．その際手法の精度を上げるために，ゴール間の類似度だ
けではなくゴールモデルの構造に基づいた判別ルールを提案している．テレビ・SNS・就職支援システムのゴールモ
デルを用いた実験の結果から，提案ルールが有効な場合とそうでない場合があることがわかった．またカメラのゴー
ルモデルを用いた実験結果から，提案手法を使うと効率よく共通ゴールを判別できることが確認された．

The approach using the joint goal model is proposed for software reuse. Common goals are important to

build the joint goal model. However the related works do not mention techniques for identifying the common

goals. In this paper, we propose a technique to identify common goals. They are using the similarity of goals

and the three proposal rules. The experiment using the goal models of the domain of television and social

network system and employment support system shows the accuracy of the proposal rules. The experiment

using the goal models of the domain of camera shows the accuracy of the proposal technique.

1 はじめに

近年，システムへの要求が多様化しておりシステム
のライフサイクルが短縮化してきている．たとえば
同じようなシステムでも，要求は発注者によって異な
り，また大規模あるいは複雑なシステムの場合，各発
注者ごとの要求も多様となる．一方で開発規模は大型
化しており，開発者は今まで以上に効率よくシステム
を開発できるようになる必要がある．こういった背景
に対応できるよう，より効率よくシステム開発を行う
ための方法論が求められている．
このような状況において，近年 Software Product
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Line Engineering (SPLE) という方法論が注目され
ている [1]．米国カーネギーメロン大学ソフトウェア
工学研究所の定義 [18]によると，「Software Product

Line とは，(中略)共通かつ管理された特性の集合を
共有する，ソフトウェア中心のシステムの集合であ
り，共通のコア資産の集合から決められた方法で開発
されるもの」である．さらに [18]では，SPLE の効
果として，生産性，品質，費用，労力，出荷までの時
間，および新市場への参入能力が向上し，資源不足に
よる組織の問題を解決できるとしている．SPLEでは
可変性分析と呼ばれる既存システムの機能を共通機能
と可変機能に分類するための手法が重要である．これ
により，必ず再利用すべき必須機能と発注者の要求に
応じて再利用するかどうかを選択できる任意機能を判
別できるようになるからである．一般的に SPLEで
は，システムの機能をモデル上に表現したフィーチャ
モデルや既存システムのソースコードなどを用いて
可変性分析を行う [2]．
しかし，発注者側の要求が曖昧な場合，その要求が
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抽象的となり，開発者がフィーチャモデル上から発注
者の要求を満たすために再利用すべき任意機能を選択
することができない [3]．階層化された要求モデルで
あるゴールモデルには発注者の抽象的な要求とシス
テムの具体的な機能が表現されているため，ゴールモ
デルを用いて可変性分析を行うと発注者は達成した
い要求を選択することで再利用すべき機能を選択す
ることができるようになる [4]．ゴールモデルを用い
た SPLEの研究の中に，複数のゴールモデルに共通
して存在する共通ゴールを起点に結合ゴールモデル
を作成する手法を提案しているものがある [5]．この
手法は，ゴールモデルからフィーチャモデルを導出す
る手法 [6]やゴールを選択することで対応するフィー
チャを判別する手法 [3] などと組み合わせることで，
発注者の要求を正確に反映したフィーチャモデルの作
成が効率的に可能となるため，SPLE における製品
開発の際のリードタイム短縮につながる．
しかし，それら一連の研究を実現するためには結合

ゴールモデルの核となる共通ゴールを判別するため
の手法が必要である．大規模システムの膨大な数の
ゴールの中から人手で共通ゴールを正確に判別する
ことは困難であるが，それらの研究ではそのための手
法が自明でない．
そこで本研究では，一企業内で開発された各製品

系列内のゴールを共通・可変に分類するというシナ
リオを想定し，効率よく共通ゴールを判別するため
の手法を提案するとともに，それを実装したサポー
トツールを作成する．本手法では 2 つのゴールモデ
ル中からツールが自動で「自動判別共通ゴール」と
「自動判別可変ゴール」を判別する．その後，共通か
可変かの判断が難しいゴールを「共通ゴールランキ
ング」として出力し，開発者はそれを用いて手作業で
共通ゴールの判別を行う．開発者の労力を削減させる
ためには，できるだけ多くの共通ゴールと可変ゴー
ルをツールが自動でミスなく判別できる必要がある．
ツールはゴール間の類似度に基づいて判別を行うが，
ゴールモデル中に「類似度の高い非共通ゴール」と
「類似度の低い共通ゴール」が存在するとうまく判別
を行うことができない．しかし，それらのゴールは
ゴールモデルの構造を用いることで見分けることが

可能である．そのため，「1ゴール 1共通」，「下位ゴー
ル優先」，「子ゴール共通性の反映」というゴールモデ
ルの構造に基づいた 3つのルールを提案した．
提案ルール及びそれを含めた提案手法全体の有効性

を評価するために，様々な既存システムを対象とした
ゴールモデルを用いて実験を行った．テレビ・SNS・
就職支援システムのゴールモデルを用いた実験の結
果から，提案ルールが有効な場合とそうでない場合が
あることがわかった．またカメラのゴールモデルを用
いた実験結果から，提案手法を使うと全て人手で判別
を行うよりも早く正確に共通ゴールを判別できるこ
とが確認された．
2章で一般的な SPLEの手法について説明し，3章

で特にゴールモデルを用いた SPLEの手法とその課
題について説明する．4章で提案手法について説明し，
5 章で手法に対する評価実験の結果及び考察を示す．
最後に 6章でまとめと今後の課題について説明する．

2 Software Product Line Engineering

第 1 章で述べたように，Software Product Line

Engineering (SPLE) は，システム開発における各種
の問題点を解決可能にする方法論である．
SPLEでは，再利用し易い再利用資産を構築するた

めに複数の類似既存システムを用いた可変性分析が
重要となる．可変性分析とは，類似システムすべてに
共通して存在する共通機能と各システム固有の可変
機能を分類することである．これにより，共通機能を
すべて再利用し，それに発注者の要求に応じた可変機
能を選択して追加することで，派生システムを効率よ
く開発できるようになる．
一般的に，可変性分析ではフィーチャモデルを用い

ることが多い [2][10][11][12]．フィーチャモデルとは
フィーチャと呼ばれるシステムの機能を木構造で表現
したモデルである．図 1はフィーチャモデルを用いた
可変性分析の結果を再利用開発に利用している例で
ある．
フィーチャモデル上には，必須フィーチャを表す

mandatory関係や，いずれかもしくは全部を選択で
きる or 関係，いずれか 1 つのみしか選択できない
alternative 関係や，任意フィーチャを表す optional
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図 1 フィーチャモデルを用いた SPLE の例

関係を表現できる [6][10][12]．図の例では，A，Bは
mandatory ですべて再利用する必要があり，C，D，
E，Fは orでいずれかもしくは全部を選択して再利
用できる．そのため，Aと Bは再利用し，C，D，E，
F の中から F を選択して再利用することでテレビ 3

を開発している．
しかし，発注者にはシステム開発の経験がなく，シ

ステムの機能に関する知識がない場合が多い．そのた
め，発注者の要求が抽象的なものになってしまい，開
発者が発注者の要求を満たすために C，D，E，Fの
中からどのフィーチャを再利用すればいいのかがわか
らない可能性がある．

3 関連研究

ゴールモデルの特性を利用することで，抽象的な要
求から具体的な機能要求を導出することを可能とし，
それにより再利用すべきフィーチャを特定可能にする
手法が注目を集めている．
ゴールモデルとは，ゴール指向要求分析で用いられ

る階層化された要求モデルである [4][13]．ゴール指
向要求分析では顧客がシステムに求める要求をゴー
ルとして表現する．抽象的なゴールをそれを達成する
ための具体的なゴールへと分解していくことでゴー
ルモデルを作成する．このとき分解元のゴールを親
ゴールと呼び，分解先のゴールを子ゴールと呼ぶ．
ゴールの分解は AND 分解と OR分解の 2種類に

分けられる．AND分解はその子ゴールすべてが達成
された場合にその親ゴールも達成される場合で，OR

分解はその子ゴールのいずれかが達成された場合に
その親ゴールも達成される場合である．

ゴールモデルの上位ゴールにはビジネス的な「組
織/人物の目指す理想的な状態」である顧客の抽象的
な要求が表現され，下位ゴールにはシステムの具体的
な機能が表現される [6]．つまり，ゴールモデルの上
位ゴールから下位ゴールに向かって達成したいゴール
を選択していくことで，最終的にシステムに必要な機
能要求が判明する．
こういった理由から，ゴールモデルを用いて SPLE

を実現しようとしている研究がある．それらの研究で
は，複数のゴールモデルから結合ゴールモデルを作
成 [5]し，そこからフィーチャモデルを導出 [6]して
いる．さらに，顧客が結合ゴールモデルの中から新シ
ステムを用いて達成したいゴールを選択していくこ
とで，再利用すべきフィーチャを特定 [3]できるよう
にしている．
Uno らは複数のゴールモデルを結合することで，

結合ゴールモデルを作成する手法を提案している [5]．
これにより，複数の類似既存システムに共通して存
在する共通ゴールと各システム固有の可変ゴールを 1

つのモデル上に表現できる (図 2)．
Yuらはゴールモデルからフィーチャモデルを導出

する手法を提案している [6]．そこでは，ゴールモデ
ルの下位ゴールからフィーチャを導出している．その
後，ゴールモデルの AND，OR関係とフィーチャモ
デルの mandatory，or，alternative，optional 関係
を対応付けることで，図 3のようにフィーチャモデル
を導出している．
結合ゴールモデルからフィーチャモデルを導出でき

るようになったため，Mohsenらは達成したいゴール
を選択することで必要なフィーチャのみを選択するた
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図 2 結合ゴールモデル作成の例
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図 3 ゴールモデルからのフィーチャモデル導出例

めの手法を提案している [3]．そこでは，ゴールに満
足度を設定し，AND/ORの論理演算に従い自動で必
要なフィーチャだけを残す．これにより，たとえば図
4のように顧客がゴールに重みづけをすることで自動
的に必要なフィーチャを選択できる．
説明してきた関連研究の中で，結合ゴールモデルを

作成する際に重要となる共通ゴールの判別手法が自
明でない．共通ゴールとは，複数のゴールモデル内に
共通して存在するゴールである．2つのゴール同士が
共通かどうかを判別するためには，ゴール名だけでは
なくそのゴールが意味していることや親子関係など
を考慮しなければならない．また，現場で扱う大規模
システムはゴール数が膨大な数となるため，その中か
ら人手で共通ゴールを判別することは困難である．

4 提案手法

4. 1 研究の目的
本研究では，開発者が効率良く共通ゴールを判別す

るための手法を提案する [15]．また，それを実装した
サポートツールを作成することで開発者の労力を削
減させる．
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図 4 再利用すべきフィーチャの特定例

研究の最終目標は，すべての共通ゴールを過不足な
くツールに自動で判別させることである．その第一段
階として本研究では，ツールが自動で判別できるゴー
ルの範囲を広げることで開発者の労力削減を目指す．

4. 2 研究の前提
本研究では「一企業内で開発された各製品系列内

のゴール (○○シリーズの中に納まる製品だけ)を共
通・可変に分類する」というシナリオを想定してい
る．ここで，現場では企業内の仕様書の用語や記述方
法などを可能な限り統一し誤解を招かないようにし
ている．また，不統一な用語を自動で見つけ出し統一
するための技術 [16]や，統一された形式に自動で変
換するための入力フォーマット [17] が研究・開発さ
れている．こういった背景から，ゴールの用語・記述
方法・粒度が既に統一されていることを前提として手
法を提案する．
また，本手法で判別された共通ゴールを起点にUno

らの手法により結合ゴールモデルが作成され，Yuら
の手法により下位ゴールからフィーチャが導出される
というシナリオを想定している．それに合わせるた
め，本研究では「組織/人物の目指す理想的な状態」
である上位に位置するゴールではなく，システムごと
の違いが顕著に現れフィーチャを導出する部分でもあ
る具体的な下位に位置するゴールを用いて手法を提
案する．

4. 3 提案手法の概要
本手法ではツールが自動で「自動判別共通ゴール」

と「自動判別可変ゴール」を判別し出力する．その
後，残った共通可変の判別が難しいゴールを「共通
ゴールランキング」として開発者に提示し，手作業で
判別を行う．
図 5 のようにツールでは「提案ルール」の比較順

序に従ってゴールを比較しながらゴールモデル間の
「ゴール名の類似度」を計測し，閾値を基準に「自動
判別共通・可変ゴール」を出力する．その後，ツール
が自動で共通・可変の判別を行うのが困難なゴールを
「共通ゴールランキング」として出力する．
本章では，まずキーワードとなる「自動判別共通・
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図 5 提案手法の概要

可変ゴール」，「共通ゴールランキング」について説明
する．次に，提案手法の精度が下がる可能性のある場
合について説明し，それらを解決するための「提案
ルール」について説明する．その後，手法のベースと
なる「ゴール名の類似度の算出方法」について説明す
る．最後に，「自動判別共通・可変ゴール」を判別す
る際の基準となる「閾値の設定方法」について説明
する．
4. 3. 1 自動判別共通・可変ゴール
本手法では，共通ゴールの中でツールが自動で判別

するゴールを「自動判別共通ゴール」と呼ぶ．「自動
判別可変ゴール」も同様に定義される．これらのゴー
ルは「提案ルール」の比較順序に従って「ゴール名の
類似度」が算出され「閾値」を基準に判別・除外され
る．これらの多くをツールが自動で判別しゴールモデ
ルから除外できると，共通ゴールを判別するために照
合しなければならないゴール数が大幅に減少する．
4. 3. 2 共通ゴールランキング
ゴールモデルから「自動判別共通・可変ゴール」が

除外されると，ゴールモデル内にはツールが自動で共
通・可変の判別を行うのが困難なゴールのみが残る．
これらのゴールは「ゴール名の類似度」に基づいてラ
ンク付けされ，「共通ゴールランキング」として開発
者に提示される．ランキングの上位に出現するゴール
ほど，共通ゴールの可能性が高い．正解の共通ゴール
が上位に出現すると，それ以外のゴールは見なくても
よくなるため照合しなければならないゴール数が減

少する．
4. 3. 3 ゴール名の類似度のみを用いて判別を

行った場合の問題点
ゴール名の類似度のみを用いて判別を行うと，「類似

度の高い非共通ゴール」を自動判別共通ゴールとして
出力してしまう．同様に，「類似度の低い共通ゴール」
を自動判別可変ゴールとして出力してしまう．これら
のゴールの存在により，提案手法の精度が下がる．言
い換えると，これらのゴールを見分けることができ
るようになれば提案手法の精度が上がることになる．
ここでは「類似度の高い非共通ゴール」と「類似度の
低い共通ゴール」について説明し，それらを解決する
にあたっての方針について説明する．
類似度の高い非共通ゴールが出現する場合
類似度の高い非共通ゴールとは，ゴール名は似てい

るが意図している内容が異なるゴールのことである．
例えば，図 6 ではゴールモデル G1 内の (1-2) と

ゴールモデル G2内の (2-1)と (2-2)の類似度が非常
に高い．(1-2)と (2-2)が正しい共通ゴールのセット
なので，(1-2)にとって (2-1)は類似度の高い非共通
ゴールとなる．これをツールが自動で見分け，誤り
である (1-2)と (2-1)ではなく，正解である (1-2)と
(2-2)を共通ゴールのセットとして判別できる必要が
ある．
類似度の低い共通ゴールが出現する場合
類似度の低い共通ゴールとは，ゴール名は似ていな

いが意図している内容が同じゴールのことである．
例えば，図 7 では 2 つのゴールモデル間のゴール

の類似度があまり高くはない．そのため記述の違いに
より，(1-1)と (2-1)は類似度の低い共通ゴールとな
る．これをツールが自動で見分け，自動判別可変ゴー
ルと判別しないようにする必要がある．
解決の方針
　解決の方針として，2 つの方法を検討した．

0番組情報や番組説明を見ることができる（1-1）
番組情報を見ることができる（1-2）

AND AND番組説明を見ることができる（1-3）
番組の情報を見ることができる（2-1）

番組情報を見ることができる（2-2）
AND AND番組説明を見ることができる（2-3）

共通 G2
共通と判別されやすい

G1

共通 共通
図 6 類似度の高い非共通ゴールの図
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AND AND

2-3

G1 G2

図 7 類似度の低い共通ゴールの図

(1)自然言語処理 [7]を用いて類義語を定義する
(2)ゴールモデルの構造 [15]を利用する
(1)は，ドメインに特化したオントロジーを作成す

る [8]などの方法により，単語に意味を与えることで
ゴール同士の類似度をより繊細に計測するという方
法である．本論文でも，4.2 に挙げた本研究の前提に
おいて，[16]のような本カテゴリに属する手法を利用
している．しかし一般にはドメインに特化したオント
ロジーを各ドメイン毎に開発する必要がある．また，
「類似度の低い共通ゴール」を見分けることは可能だ
が，「類似度の高い非共通ゴール」を見分けることは
困難である．
(2)はゴール単体だけで判別を行うのではなく，そ

の親子ゴールの情報も活用するという方法である．こ
の方法では，親子ゴールの情報から「類似度の低い共
通ゴール」と「類似度の高い非共通ゴール」の両方を
見分けることができる．また，ゴールモデルの構造を
利用するためドメイン毎に特別な準備を行う必要が
ない．
以上により本論文では，(2)の方法を中心とする方

がより汎用的に問題を解決できると考え，ゴールモデ
ルの構造に基づいた方法を提案することにした．

4. 4 ゴール名の類似度の算出方法
自動判別共通・可変ゴールの判別や，共通ゴールラ

ンキングのランク付けは「ゴール名の類似度」に基づ
いて行われる．類似度はジャッカード係数という既存
の手法 [9]を用いて算出される．ジャッカード係数と
は，集合 X と Y の共通要素数を少なくとも一方にあ
る要素の総数で割ったものである．

sim =
|X ∩ Y |
|X ∪ Y |

このとき比較を行う単語は名詞と動詞のみで，動
詞は基本形に変換してから比較する．例えば，「g1:見

たい番組を探すことができる」「g2:見たい番組を番組
表で探すことができる」という 2 つのゴール間の類
似度を算出する際には，まず g1 を「見る」，「番組」，
「探す」，g2 を「見る」，「番組」，「番組表」，「探す」の
ようにゴールの記述を単語に分割する．その後，g1，
g2 間のジャッカード係数を算出し類似度とする．
例の場合，|X ∩ Y | は g1，g2 に共通して存在する

「見る」，「番組」，「探す」の 3 単語で， |X ∪Y | は g1，
g2 の少なくとも一方に存在する「見る」，「番組」，「番
組表」，「探す」の 4 単語である．つまり，g1，g2 間
の類似度は sim = 3 / 4 = 0.75 となる．

4. 5 提案ルール
ゴールモデルの構造を利用した，「1ゴール 1共通」，

「下位ゴール優先」，「子ゴール共通性の反映」という
3つのルールについて説明する．
4. 5. 1 1ゴール 1共通・下位ゴール優先
「1ゴール 1共通」とは，1つのゴールに対して複
数のゴールを共通ゴールにしないというルールであ
る．このルールにより共通と判別されたゴールのセッ
トはその他のゴールと共通ではないとして比較対象
から除外することができる．1 ゴール 1共通のルール
を適用するためには，ゴールモデル内に同一ゴールが
存在してはいけないため，本手法では 1 つのゴール
モデル内に同一のゴールが複数存在しないことを前
提とする．
「下位ゴール優先」とは，最下位ゴール (葉ゴール)

からゴールを比較していき，自動判別共通だと判別さ
れたゴールが複数ありそれらの類似度が等しいとき
は，下位ゴールを優先して判別するというルールで
ある．
これは，親ゴールをより具体的な子ゴールに分解す

るというゴールモデルの特性を利用している．類似度
が等しい場合には，より具体的なゴールから共通ゴー
ルのセットを作ることで，正しい共通ゴールのセット
を作ることが可能となる．
例えば図 6の場合，下位ゴール優先を適用し，まず

(1-2)，(1-3)と (2-2)，(2-3)だけで比較を行う．これ
により，(1-2)と (2-2)，(1-3)と (2-3)という 2 つの
正解の共通ゴールのセットを判別できる．1ゴール 1
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共通のルールからこれらのゴールを比較対象から除
外することで，(2-1)の共通ゴール候補に (1-2)を出
現させないようにすることができる．
4. 5. 2 子ゴール共通性の反映
「子ゴール共通性の反映」とは，子ゴールの中に自
動判別共通ゴールがあればその親ゴールは自動判別
可変にはしないというルールである．
これも同様に親ゴールをより具体的な子ゴールに

分解するというゴールモデルの特性を利用している．
親ゴールが抽象的な表現をしていて，それにより共通
かどうかの判断ができない場合でも，より具体的な子
ゴールの共通性を反映することで共通かどうかを判
断することができる．
ただし子ゴール同士が共通であっても親ゴール同士

が必ずしも共通とは限らないため，自動判別共通には
せず後述する共通ゴールランキングで開発者に提示
する．
例えば図 7 の場合，(1-1) の子ゴールである (1-2)

と (2-1)の子ゴールである (2-2)は自動判別共通ゴー
ルとなる．この場合，子ゴール共通性の反映を適用す
るとどんなに類似度が低くても，(1-1)と (2-1)は自
動判別可変とはしない．

4. 6 閾値の設定方法
提案ルールに従ってゴール名の類似度を算出した

後，閾値を設定することでツールは自動判別共通・可
変ゴールを判別する．閾値の設定に失敗すると，それ
が手戻りを発生させる原因となる．それを防ぐため
に，最適な閾値の求め方について説明する．
図 8を用いて説明すると，類似度が閾値 Aを超え

た場合，それらのゴールのセットは自動判別共通ゴー
ルと判別される．また，他方のゴールモデルのすべて
のゴールとの類似度が閾値 Bを超えない場合，その
ゴールは自動判別可変ゴールと判別される．
類似度が閾値 Aと閾値 Bの間にある共通・可変の

判断が難しいゴールは，共通ゴールランキングとして
開発者に提示される．
このとき，自動判別共通ゴールの中に可変ゴールが

含まれていたり，自動判別可変ゴールの中に共通ゴー
ルが含まれることが極力起こらなくなるような閾値

似てない 似ている閾値B 閾値A
0 1類似度

自動判別共通：類似度≧閾値A自動判別可変：類似度≦閾値B共通ゴールランキング：閾値B < 類似度 < 閾値A

自動判別共通ゴール自動判別可変ゴール 共通ゴールランキング

図 8 類似度と閾値の図

設定が必要である．
非共通なゴールを自動判別共通ゴールとして判別

してしまうと，発注者の要求に応じて選択できる機
能要求を必ず選択しなければならなくなってしまい，
再利用しなくてもいい機能を開発してしまうという
事態が発生する．
また，共通なゴールを自動判別可変ゴールとして判

別してしまうと，発注者の要求次第では必要な機能要
求を選択しそこなうことになってしまい，再利用しな
ければならない機能を開発しないという事態が発生
する．
つまり本手法の (1)のプロセスでは「自動判別共通

ゴール」のみを，(2)のプロセスでは「自動判別可変
ゴール」のみを判別できるようにすることを目標とし
て最適な閾値を見つけ出す必要がある．
最適な閾値を見つけ出すための予備実験について説

明する．図 9に予備実験のイメージを示す．予備実験
ではまず，ゴールモデルの一部のゴールを用いて専門
家が手作業で共通ゴールと可変ゴールの分類を行う．
その後，5章で後述するツールを用いて，閾値を変動
させながらそれらの共通ゴールと可変ゴールを適合
率 100 %で判別できる閾値をそれぞれ見つける．
このとき，予備実験に用いるゴールはゴールモデル

の中からランダムに選ばれたものである．まずツール
にゴールモデルを入力し，閾値を変動させながらツー
ルが出力するゴールのセットをランダムに選択する．
これにより，閾値が高いときには共通ゴールのセット
が多く選択され，閾値が低いときには可変ゴールの
セットが多く選択される．すべての閾値でこれを行う
ことにより，共通ゴールと可変ゴールの両方が含まれ
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表 1 実験に用いたゴールモデルの特徴ドメインゴールモデル名 製品A 製品B サービスC サービスD E社システム F社システム 製品G 製品Hゴール数 51 70 31 54 33 84 57 50正解共通ゴール数企業作成者言語ゴールモデル間のゴールの類似度ゴールモデル内のゴールの類似度 高 低 高 低日本語 英語 日本語 英語高 低 低 高同企業 別企業 別企業 同企業同作者 同作者 別作者 同作者
テレビ SNS 就職支援システム カメラ20 9 13 23
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図 9 予備実験の図

たゴールをランダムに選択することができる．

5 実験と考察

提案ルール (1ゴール 1共通，下位ゴール優先，子
ゴール共通性の反映)を用いた際の精度の変化を評価
するために，テレビ・Social Network System(SNS)・
就職支援システムに対するゴールモデルを用いて実
験を行った．
さらに提案ルールが有効な場合に，提案手法が効

率化に与える影響を評価するためにカメラに対する
ゴールモデルを用いて実験を行った．
各ゴールモデルのゴール数や特徴，正解データ

(正解共通ゴール数) は表 1 の通りである．また，
データの詳細はWEBページ＜ http://www.ohsuga.

is.uec.ac.jp/member/n＿ yuki＿ goals.zip＞からダ
ウンロードできる．

5. 1 提案手法の実装
Eclipse3.2 上で JAVA 言語を用いて，提案手法を

実装したツールを作成した．ツールにテキスト形式で
ゴールモデルを入力すると「自動判別共通ゴール」，
「自動判別可変ゴール」，「共通ゴールランキング」が

出力される．
その際に出力結果を比較できるように，提案ルー

ルである「1ゴール 1共通」，「下位ゴール優先」，「子
ゴール共通性の反映」を用いるかどうかを選択できる
ようになっている．また，出力される「自動判別共通
ゴール」，「自動判別可変ゴール」はツールの閾値を変
動させることで変化する．閾値は 0.0 から 1.0 の範囲
で変動させる．
「自動判別共通ゴール」では，閾値 0.0 は両ゴール
を構成する単語がまったく一致してなくても自動判別
共通とする状態で，1.0 は両ゴールを構成する単語が
完全に一致している状態でなければ自動判別共通と
はしない状態である．
「自動判別可変ゴール」では，閾値 0.0 は両ゴール
を構成する単語が完全に不一致である状態のみ明ら
かに可変だと判別する状態で，1.0 は両ゴールを構成
する単語がどれだけ一致していようが明らかに可変
だと判別する状態である．

5. 2 実験の目的
本実験では 4章で提案した手法の有効性，妥当性，

適用可能性等を検証するため，いくつかの事例を取り
上げて適用評価する．
そのために，テレビやカメラのような「一企業内で

開発された各製品系列内のゴールを共通・可変に分類
する」という本研究のシナリオに合致している場合だ
けでなく，SNS や就職支援システムのような「同ド
メイン別製品系列のゴールモデル同士」の場合でも共
通ゴールを判別しそれらの実験結果を比較する．
また本実験で組み込み系とWEB 系のドメインを

選択したのは，身近で実験の際に被験者が直接操作で
きるシステムを用いる必要があったためである．
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5. 3 テレビ・SNS・就職支援システム
5. 3. 1 実験の方法
テレビと SNSではまず開発者という位置付けで著

者の一人が手作業でゴールモデルを 2 つずつ作成し
た．また，就職支援システムでは情報工学を専攻して
いる修士課程の学生 2人にそれぞれ 1つずつゴール
モデルを作成させ，さらに修士課程の学生 2 人を追
加しゴールモデルをレビューさせた．
作成の際には，それらの取扱説明書を参考にすると

ともに実際にシステムを操作した．また，取扱説明書
から要求モデルを作成している Berry らの手法 [14]

を参考にしている．
本来，手法が現場で効果を発揮できることを証明

するためには，そのシステムの開発に携わった現場の
開発者にゴールモデルを作成してもらう必要がある．
しかし本環境下では困難であった．
一方被験者である学生たちは，情報工学の修士学

生であり授業の演習などを通じて上流から下流まで
一連のシステム開発の流れを経験している人が多く，
また扱ったシステムも身近で操作に馴染みがある．さ
らに扱ったシステムはいずれもある程度の取扱説明
書が用意されており，上述のように Berry らの手法
を参考にしてゴールモデルを作成できた．したがって
本実験では，経験の浅い開発者が，体系的な手法も参
考にして，PBL (Project-Baesd Learning，実際の開
発プロジェクトを通じて開発手法を修得する学習法)

を通じて，開発者 (より正確には要求分析者)の役割
でゴールモデルを作成した，といったような状況を想
定している．このため，実験の被験者に関する妥当性
は，学生の経験レベル，および手法の妥当性に依存す
るが，いずれにしても十分であるとはいえない．そこ
で実際の開発者による評価は今後の課題としたい．
ゴールモデルの作成時に重要となる最下位ゴール

の分解粒度を本実験では「ユースケースレベルで表現
できる所まで」とした．これにより，ゴールはシステ
ム内の処理を表すレベルにまで分解されていない．
その後，修士の学生 5～9人にレビュアーとして手

作業で共通ゴールを判別してもらい，正解データを作
成した．
本実験では，提案手法を実装したツールの出力と正

解データを比較することで評価を行う．評価項目は以
下の 3つである．
(1)「1 ゴール 1共通」，「下位ゴール優先」を用い

る前後の「自動判別共通ゴール」の適合率 100 %時
の再現率
(2)「子ゴール共通性の反映」を用いる前後の「自

動判別可変ゴール」の適合率 100 %時の再現率
(3)「自動判別共通・可変ゴール」を除外する前後

の共通ゴールランキングで正解共通ゴールが出現す
る順位
(1)，(2) ではツールの閾値を変動させながら，正

解データを適合率 100 %で判別できたときの閾値を
見つけ，そのときの再現率を評価するとともに，提案
ルール適用前後で結果を比較する．適合率，再現率は
以下の式で計算される．

(適合率) =
(判別した正解ゴール数)

(判別したゴール数)

(再現率) =
(判別した正解ゴール数)

(全正解ゴール数)

このとき適合率 100 %時の再現率を評価するのは，
共通ゴールのみもしくは可変ゴールのみをどれだけ
判別できるのかを評価したいからである．ツールが自
動で判別した共通ゴールの中に可変ゴールが含まれ
ていたり，可変ゴールの中に共通ゴールが含まれてい
ると，それが手戻りの原因になるため，適合率は極力
100 %に近づけなければならない．そこで，少なくと
も実験データに対しては適合率が 100 % となる閾値
を評価対象とした．
(3)では共通ゴールランキングに正解共通ゴールが

出現する順位の平均を評価するとともに，「自動判別共
通・可変ゴール」を除外する前後で結果を比較する．
5. 3. 2 実験の結果
実験結果を図 10～21に示す．各図は，閾値を 0か

ら 1 まで変化させた場合の，各提案ルール適用前後
のそれぞれに対する，適合率と再現率の変化を示し
ている．各図には，対象システム (テレビ，SNS，お
よび就職支援システム)，ゴールの種類 (自動判別共
通，および可変)，ならびに縦軸の数値 (適合率と再
現率)を示す表題を付記している．また灰色の線は提
案ルール適用前，および黒色の線は提案ルール適用
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図 10 テレビ・自動判別共通・適合率
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図 11 テレビ・自動判別共通・再現率
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図 12 SNS・自動判別共通・適合率
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図 13 SNS・自動判別共通・再現率

後を示す．自動判別共通ゴールについては「1ゴール
1共通」および「下位ゴール優先」の適用前後を，ま
た自動判別可変ゴールについては「子ゴール共通性の
反映」の適用前後を示している．
全ての場合において，提案ルール適用後には，適

合率は上がることが多く，再現率は下がることが多
い．そしてその逆になることはほとんどない (図 15

の「就職支援・自動判別共通」の再現率の一部のみ)．
次に各システムに対し，5. 3. 1 で述べた (1)，(2)，
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図 14 就職支援・自動判別共通・適合率
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図 15 就職支援・自動判別共通・再現率
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図 16 テレビ・自動判別可変・適合率
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図 17 テレビ・自動判別可変・再現率

および (3)の評価項目の値を表 2に示す．評価項目の
値とは，(1)と (2)では適合率が 100 % になる最大，
あるいは最小の閾値における再現率のパーセント値
を，(3)では共通ゴールランキングで正解共通ゴール
が出現する順位の平均値を指す．表 2において「前」
「後」「差」は，(1)と (2)についてはそれぞれ提案ルー
ルの適用前，適用後，および (適用後 −適用前)の値
を，また (3)についてはそれぞれ自動判別共通・可変
ゴールの除外前，除外後，および (除外前 −除外後)
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図 18 SNS・自動判別可変・適合率
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図 19 SNS・自動判別可変・再現率
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図 20 就職支援・自動判別可変・適合率
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図 21 就職支援・自動判別可変・再現率

の値を，それぞれ表している．したがって，各「差」
の値は，(1)と (2)ではルール適用前後での再現率の
上昇ポイントを，(3)では自動判別共通・可変ゴール
除外前後での正解共通ゴール出現順位の下降値を表
すので，前者は正の方向に，後者は負の方向に大きい
方が，提案手法の有効性を示すことになる．また (1)

と (2)における “N/A” は，適合率が 100 % になる
閾値が存在しないことを示す．

表 2 各システムに対する各評価項目の値

　システム　 テレビ SNS 就職支援
(1) 前 N/A 77.78 38.46

後 40.0 77.78 53.85

差 +40.0 0 +15.39

(2) 前 34.57 16.42 23.66

後 33.33 91.04 23.66

差 −1.24 +74.62 0

(3) 前 1.60 1.00 2.31

後 1.17 1.00 2.17

差 −0.43 0 −0.14

5. 4 カメラ
テレビ・SNS・就職支援システムに対するゴールモ

デルを用いた実験により，ゴールモデルの特徴が提案
手法の精度に大きな影響を与えることがわかった．
そこで提案手法の精度が高い場合に，どれだけ効率

よく共通ゴールを判別できるようになるのかを評価
するためにカメラに対するゴールモデルを用いて実
験を行った．
5. 4. 1 実験の方法
テレビ，SNS同様に著者の 1人が 2つのカメラの

ゴールモデルを作成した．その際，提案手法の精度を
高めるために最下位ゴールの分解粒度が粗くならな
いように注意した．
その後修士の学生 8人をチーム Aとチーム Bの 2

チームに分け，全員にカメラ 1 とカメラ 2 のゴール
モデルを配布した．
チーム Aの 4人には，手作業で 2つのゴールモデ

ルから共通ゴールを判別させた．その際，作業時間を
記録させた．
また，チーム Bの 4人には提案手法を用いて共通

ゴールを判別させた．まず，ゴールモデルの一部を用
いて共通ゴールを判別させることで予備実験を行い，
結果を提出させた．
閾値を変動させながらツールの出力と予備実験の結

果を比較することで，予備実験のデータに対して適合
率が 100 % になる閾値がわかる．この閾値を用いて
ツールにゴールモデルのすべてのゴールを入力する
ことで，自動判別共通・可変ゴールが出力される．さ
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表 3 カメラ実験の作業時間

表 4 カメラ実験の実験結果

らに，それらを除外した共通ゴールランキングが出力
される．この除外ありの共通ゴールランキングをチー
ム Bの 4人に配布した．チーム Aの 4人にはそれを
用いて共通ゴールを判別させ，結果を提出させた．
つまり，チーム Bではゴールモデルの一部を用い

て予備実験を行うステップ 1と共通ゴールランキング
を用いて共通ゴールを判別するステップ 2 の 2 つの
ステップを行なった．時間を計測する際は，各ステッ
プごとに計測し提出させた．
評価項目は，
(1)作業時間の平均 (チーム A，B両方)

(2)判別した共通ゴールの適合率・再現率 (チーム
A，B両方)

(3)ツールが判別した自動判別共通・可変ゴールの
適合率・再現率 (チーム Bのみ)

(4)共通ゴールランキングから判別した共通ゴール
の適合率・再現率 (チーム Bのみ)

である．
(1)と (2)の結果をチーム Aと Bで比較すること

により，提案手法を用いることでどれだけ効率よく共
通ゴールを判別できるようになるかを評価する．
また (3)の結果から，予備実験により最適な閾値を

見つけることができるかを評価する．
さらに，(4)の結果とチーム Aの (2)の結果を比較

することで，共通ゴールランキングが効率化に与える
影響を評価する．

加えて，(4)の結果とチーム Bの (2)の結果と (3)

の結果を比較することで，ツールの精度が効率化に与
える影響を評価する．
5. 4. 2 実験結果
(1)作業時間の平均
表 3において，チーム Bの括弧中の 2つの数値は，

左側が予備実験にかかった時間で，右側が共通ゴール
ランキングから共通ゴールを判別するためにかかった
時間である．両チームの作業時間平均を見ると，結果
として提案手法を用いた方が約 20 %の作業時間を削
減できたことが分かる．
(2)判別した共通ゴールの適合率・再現率
表 4 より，提案手法を用いた方が適合率が平均し

て約 10 %上昇しており，また再現率が平均して約
20 %上昇していることが分かる．
(3)ツールが判別した自動判別共通・可変ゴールの

適合率・再現率
予備実験を行ったところ，4つの共通ゴールのセッ

トが判別された．これらのゴールを自動判別共通ゴー
ルとしてツールが適合率 100 %で判別できたのは，閾
値が 0.7のときだった．また，これらのゴールを自動
判別可変ゴールとして一切含めずにツールが判別で
きたのは，閾値が 0.3のときだった．
これらの閾値でゴールモデル全体から自動判別共

通・可変ゴールを判別したところ表 5 の結果になっ
た．この表を見ると，自動判別共通・可変ゴールとも



Vol. 31 No. 2 May 2014 79

表 5 カメラ実験でツールが判別したゴールの結果

表 6 カメラ実験で共通ゴールランキングを用いて判別したゴールの結果

に適合率 100 %でゴールを判別できていることが分
かる．このときの自動判別共通・可変ゴール療法の
再現率を見ると，ゴールモデル全体から 60 %以上の
ゴールを自動で除外できたことが分かる．
(4)共通ゴールランキングから判別した共通ゴール

の適合率・再現率
表 6における，共通ゴールランキングから共通ゴー

ルを判別した際の適合率と再現率の平均と，表 4 の
チーム Aの結果と比較すると，同じ手作業でも適合
率の平均が約 2 %下がっていて，再現率の平均が約
8 %上昇している．

5. 5 考察
5. 5. 1 提案ルールの有効性の評価
まず「1ゴール 1共通」，「下位ゴール優先」を用い

る前後の「自動判別共通ゴール」の適合率 100 %時
の再現率より，「1ゴール 1共通」，「下位ゴール優先」
はテレビと就職支援システムでは有効で，SNSでは
有効ではないことが分かる．これは，テレビと就職支
援システムのゴールモデル内のゴールの類似度が高
かったことにより「類似度の高い非共通ゴール」が出
現したためだと考える．テレビでは図 9の「番組情報
を見ることができる」と「番組の情報を見ることがで
きる」のような「類似度の高い非共通ゴール」のセッ
トが出現していた．また，就職支援システムでは「企
業を職種から検索できる」と「企業を職種で検索でき

る」のような「類似度の高い非共通ゴール」のセット
が出現していた．
それに比べ SNSのゴールモデルでは，ゴールモデ

ル内のゴールの類似度が低かったため，「類似度の高
い非共通ゴール」が出現することはなく提案ルールを
用いる必要がなかった．
次に「子ゴール共通性の反映」を用いる前後の「自

動判別可変ゴール」の適合率 100 %時の再現率より，
「子ゴール共通性の反映」は SNS では有効で，テレ
ビと就職支援システムでは有効ではないことが分か
る．これは，サービス Cとサービス Dのゴールモデ
ル間のゴールの類似度が低かったことにより「類似度
の低い共通ゴール」が出現したためだと考える．図 1

の「searching friends」と「searching in the search

field」のような「類似度の低い共通ゴール」のセット
が出現していた．
それに比べテレビのゴールモデルでは，2つのテレ

ビのゴールモデル間のゴールの類似度が高かったた
め，「類似度の低い共通ゴール」が出現することはな
く提案ルールを用いる必要がなかった．
就職支援システムの E社システムと F社システム

のゴールモデルはそれぞれ別の作者によって作成さ
れたため，2つのゴールモデル間のゴールの類似度が
低かった．また，E社システムのゴールモデル内に，
「企業を具体的日時から説明会をする検索できる」や
「企業を詳細な業種を複数選択検索できる」という目
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的語が複数あるゴールが存在していた．さらに，E社
システムの「企業を先輩から検索できる」と F社シ
ステムの「企業を先輩に聞く仕事の魅力で複合検索で
きる」は共通ゴールなのだが，作成者が違うことによ
りゴール名の長さが異なっていた．これらが原因で，
ジャッカード係数の信頼性が下がり，「類似度の低い共
通ゴール」が多く存在していた．
しかし，「子ゴール共通性の反映」を用いてもそれ

らを見分けることができなかった．その原因として以
下の 2つがあげられる．
・最下位ゴールの分解粒度が粗い
・最下位ゴールの分解粒度が統一されていない
実際に，E社システムの「企業を詳細な業種を複数

選択検索できる」と F社システムの「業種を小分類
で検索できる」のようにさらに「業種」で分解でき
るようなゴールを両ゴールモデルでは分解していな
かった．
「類似度の低い共通ゴール」が多く存在していたと
してもそれらをより具体的なゴールへと分解できて
いれば，「子ゴール共通性の反映」によりそれらを見
分けることが可能であった．
この結果から，「子ゴール共通性の反映」は最下位

ゴールの分解粒度が細かくかつ統一されている場合
に有効であるということがわかった．
5. 5. 2 カメラに対するゴールモデルを用いた

提案手法の有効性の評価
最後に 5. 4の評価項目 (1)～(4)について考察する．
(1)と (2)の結果をチーム Aと Bで比較すること

により，提案手法を用いることでより短時間で多くの
共通ゴールを正しく判別できていることがわかる．し
かし，手法を用いても適合率が 100 %になっていな
いため，手戻りが発生する可能性がある．
(3)の結果では，予備実験で最適な閾値を見つける

ことができたため，ツールは適合率 100 %でゴール
を判別することができていた．
(2)，(4)の結果から，手作業で判別を行うと離れた

ゴールを見逃したり，共通ゴールランキングの上位の
ゴールを誤って共通だと判別してしまうことがあり，
それにより適合率が下がっていたと考えられる．
これらの結果から実用化のためには，ツールの精度

を上げ手作業でゴールを判別する部分を減らすこと
により適合率を 100 %に近づけることが重要だと考
える．

6 手法の限界と課題

6. 1 ゴールモデルおよびゴール名の記述の前提
実験の結果から，「類似度の高い非共通ゴール」や

「類似度の低い共通ゴール」が出現しても，提案ルー
ルを用いることで手法の精度の低下をある程度防止
できることが確認できた．しかし，提案ルールを用い
たとしても手法の精度が下がる場合がある．以下に具
体例を示す．
(1)「1ゴール 1共通」・「下位ゴール優先」が効果を発
揮できない場合
a.ゴールの分解粒度が統一されていない場合
ゴールの分解粒度が階層ごとに統一されていない

場合，下位ゴールから優先して共通ゴールのセットを
判別する際に，階層がずれ「共通ゴールの親子ゴー
ル」を共通ゴールと判別してしまう可能性がある．提
案ルールの効果を発揮させるためには，階層ごとに粒
度を定め，それに従ってゴールモデルを作成する必要
がある．
b.ゴール名に否定が使われている場合
両方のゴールモデルに否定が使われたゴールと否

定が使われていないゴールが存在しそれらの類似度
が高い場合，それらは「類似度の高い非共通ゴール」
となる．例えば，「Aボタンを押すことができる」と
「Aボタンを押せないようにすることができる」は類
似度の高い非共通ゴールである．それらのゴールは
提案ルールを用いても判別できない．提案ルールの
効果を発揮させるためには，ゴール名に否定を用い
ない必要がある．否定を用いる必要がある場合は，そ
のゴールを OR 結合にしフィーチャモデル作成時に
alternative関係に変換されるようソフトゴールに記
載する．
c. 子ゴールが親ゴールの動詞や目的語を踏まえて記
述されている場合
子ゴールが親ゴールの動詞や目的語を踏まえて記述

されているとそれらは「類似度の高い非共通ゴール」
となる．例えば，「予約をすることができる」の子ゴー
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ルに「ケータイから指示できる」が存在し，「予約を
解除することができる」の子ゴールにも「ケータイか
ら指示できる」が存在する場合は「ケータイから指示
できる」同士が類似度の高い非共通ゴールとなる．
(2)「子ゴール共通性の反映」が効果を発揮できない
場合
a. 最下位ゴールの分解粒度が粗く統一されていない
場合
5.3.3節の (2)のように最下位ゴールの分解粒度が

粗くゴール名が抽象的な状態，もしくは粒度は細か
いがゴールモデル間で粒度が統一されていない状態
の場合，子ゴール共通性を反映できない可能性があ
る．提案ルールの効果を発揮させるためには，最下位
ゴールをユースケースレベルまで分解するとともに，
階層ごとに粒度を定め，それに従ってゴールモデルを
作成する必要がある．
b.「自動判別共通ゴール」の祖父母ゴールに「類似度
の低い共通ゴール」が存在する場合
子ゴール共通性を反映することにより，例え親ゴー

ル同士が「類似度の低い共通ゴール」であってもそれ
らを正しく判別できる．しかし本ルールでは孫ゴー
ルの共通性までは反映していないため，「自動判別共
通ゴール」の祖父母ゴールに「類似度の低い共通ゴー
ル」が存在する場合，それらを正しく判別できない．
これにより「自動判別可変ゴール」の適合率が下がる
可能性がある．
一方で本ルールを孫ゴールの共通性まで反映でき

るように拡張すると，今度は「自動判別可変ゴール」
が可変でないと判別され「共通ゴールランキング」に
出現するゴール数が増加し「自動判別可変ゴール」の
適合率が下がる可能性がある．
適合率を 100 %に近づけるためには，例え再現率

が下がったとしても孫ゴールの共通性を反映できるよ
うに提案ルールを拡張する必要がある．

6. 2 評価実験の妥当性
6. 2. 1 ゴールモデルの作成者に関する妥当性
　本実験では，同一作者が作成したゴールモデル同士
の場合においては手法が有効であり，別作者が作成し
たゴールモデル同士の場合においては手法があまり

有効ではないという結果になった．
このとき，同一作者が作成したゴールモデルは用

語・記述方法・分解粒度が統一されており，本研究が
想定しているシナリオに合致している．
こういった理由から，本実験においてゴールモデル

の作成者を同一人物にしていることは妥当であり，そ
の場合に手法が有効であったという実験結果も妥当な
ものであると考える．
6. 2. 2 実験の被験者に関する妥当性
5. 3. 1で述べたように，本実験の被験者は著者も含

め情報工学を専攻している修士課程の学生であり，妥
当性には限界がある．実際の開発者による評価は今後
の課題である．
また，ゴールモデルの作成者が著者も含めて 3人し

かいないため客観性の低い評価となっている．もっと
多くの人にゴールモデルを作成してもらい実験を重ね
ることで評価の妥当性を高める必要があると考える．

7 まとめ

本研究では効率よく共通ゴールを判別するための
手法を提案し，それを実装したサポートツールを作
成した．本手法では 2 つのゴールモデル中からツー
ルが自動で「自動判別共通ゴール」と「自動判別可変
ゴール」を判別する．その後，共通か可変かの判断が
難しいゴールを「共通ゴールランキング」として出力
し，開発者はそれを用いて手作業で共通ゴールの判別
を行う．
開発者の労力を削減させるためには，できるだけ多

くの共通ゴールと可変ゴールをツールが自動でミス
なく判別できる必要がある．ツールはゴール間の類
似度に基づいて判別を行うが，ゴールモデル中に「類
似度の高い非共通ゴール」と「類似度の低い共通ゴー
ル」が存在するとうまく判別を行うことができない．
しかし，それらのゴールはゴールモデルの構造を用
いることで見分けることが可能である．そのため，「1

ゴール 1共通」，「下位ゴール優先」，「子ゴール共通性
の反映」というゴールモデルの構造に基づいた 3 つ
のルールを提案した．
提案ルール及びそれを含めた提案手法全体の有効性

を評価するために，様々な既存システムを対象とした
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ゴールモデルを用いて実験を行った．テレビ・SNS・
就職支援システムのゴールモデルを用いた実験の結
果から，提案ルールが有効な場合とそうでない場合を
明確化した．またカメラのゴールモデルを用いた実験
結果から，提案手法を使うと全て人手で判別を行うよ
りも早く正確に共通ゴールを判別できることが確認
された．
今後，より多くの既存システムに対する実験や，よ

り実現場に沿った方法で実験を行い手法の適用範囲を
広げていきたい．
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